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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、第45期中は１株当たり中間純損失を計上することとなっ

たため記載しておりません。 

３ 第45期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

４ 従業員数は就業人員数であり、従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の期間平均雇用人員であります。 

５ 第43期中、第43期、第44期中は、連結財務諸表を作成していないため、記載しておりません。 

６ 第44期は期末日が連結子会社の支配獲得日となり、貸借対照表のみを連結しているため連結損益計算書に関

連する各指標は記載しておりません。 

回次 第43期中 第44期中 第45期中 第43期 第44期 

会計期間 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

売上高 （千円） ― ― 2,568,142 ― ― 

経常損失 （千円） ― ― 344,385 ― ― 

中間純損失 （千円） ― ― 181,157 ― ― 

純資産額 （千円） ― ― 1,158,583 ― 1,213,108 

総資産額 （千円） ― ― 3,610,586 ― 3,473,787 

１株当たり純資産額 （円） ― ― 118.63 ― 139.45 

１株当たり中間純損失 （円） ― ― 20.83 ― ― 

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 
（円） ― ― ― ― ― 

自己資本比率 （％） ― ― 28.6 ― 34.9 

営業活動によるキャッ

シュ・フロー 
（千円） ― ― △324,296 ― ― 

投資活動によるキャッ

シュ・フロー 
（千円） ― ― △250,555 ― ― 

財務活動によるキャッ

シュ・フロー 
（千円） ― ― 423,458 ― ― 

現金及び現金同等物の

中間期末残高 
（千円） ― ― 282,967 ― ― 

従業員数 （名） ― ― 123(17) ― 118(－） 



(2）提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 持分法を適用した場合の投資利益については、第45期中は中間連結財務諸表を作成しているため、第43期

中、第43期、第44期中、第44期は、関連会社がないため記載しておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、第44期中、第44期、第45期中は１株当たり中間

（当期）純損失を計上することとなったため、第43期中、第43期は希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

４ 従業員数は就業人員数であり、従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の期間平均雇用人員であります。 

５ 第44期中の中間純損失の大幅な増加は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等による

ものであります。 

        ６ 第45期中は中間連結財務諸表を作成しているため、キャッシュ・フローの記載は行っておりません。 

回次 第43期中 第44期中 第45期中 第43期 第44期 

会計期間 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

売上高 （千円） 1,950,499 1,842,184 1,633,166 3,632,230 4,014,409 

経常利益又は経常損

失（△） 
（千円） 65,817 △144,984 △128,224 45,409 △182,646 

中間（当期）純利益

又は中間（当期）純

損失（△） 

（千円） 99,902 △352,002 △32,037 46,173 △552,202 

持分法を適用した場

合の投資利益 
（千円） ― ― ― ― ― 

資本金 （千円） 676,000 676,000 952,480 676,000 952,480 

発行済株式総数 （千株） 6,800 6,800 9,104 6,800 9,104 

純資産額 （千円） 1,162,958 753,169 1,074,675 1,104,169 1,106,750 

総資産額 （千円） 2,439,266 2,112,541 2,717,239 2,189,031 2,497,545 

１株当たり純資産額 （円） 181.46 117.67 123.55 172.40 127.22 

１株当たり中間（当

期）純利益又は中間

（当期）純損失

（△） 

（円） 15.31 △54.98 △3.68 7.14 △81.75 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益 

（円） ― ― ― ― ― 

１株当たり配当額 （円） ― ― ― ― ― 

自己資本比率 （％） 47.7 35.7 39.6 50.4 44.3 

営業活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） 72,494 11,501 ― △82,289 △231,220 

投資活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） △7,905 △120,348 ― △26,648 △340,701 

財務活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） △34,530 179,123 ― △285,149 748,148 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

（千円） 522,882 169,015 ― 98,738 274,965 

従業員数 （名） 66（10） 85（ 9） 81(6） 64（10） 81（－） 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

 （注）１．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

２．持分は100分の20未満であるが、実質的な影響力を持っているため関連会社としたものであります。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの 

      出向者を含む）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、派遣社員を含む）は、当中間連結会計期間の平 

      均人員を（ ）外数で記載しております 

     ２．全社（共通）として記載されている従業員数は特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している 

      ものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む）であり、臨時雇 

用者数（パートタイマー、派遣社員を含む）は、当中間会計期間の平均人員数を（ ）外数で記載してお 

ります。 

  

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されていませんが、親睦団体である社員会があります。現在、労使関係は円満に保たれており 

 ます。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の内容
議決権の所有割合 
又は被所有割合 

(％) 
関係内容 

（持分法適用関連会社） 

㈱ＳＥＥＢＯＸ 
（注）１．２ 

東京都台東区 15 
インターネット動
画配信サービス  

18 
(18) 

役員の兼任１名 

 資金援助 

（持分法適用関連会社） 

㈱DideoNET-JAPAN 
（注）１ 

東京都台東区 385 同上 
49 
(49) 

役員の兼任１名 

  平成18年９月30日現在

 事業の種類別セグメントの名称  従業員数（名） 

カー用品事業  36（6） 

雑貨事業  55（4） 

家電事業  10（7） 

全社（共通）  22（-） 

合計  123（17） 

  平成18年９月30日現在

従業員数（名） 81（6） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油高による材料価格の高騰、ゼロ金利解除等の国内経済に及ぼ

す懸念材料がありましたが、好調な企業収益により設備投資が堅調に推移し、また、個人消費も緩やかに増加す

るなど景気は回復基調で推移しました。当社の主力市場のカー用品業界においては、新車標準装備アイテム増加

の影響でアフターマーケットは依然厳しい状況が続いております。このような状況の下で、当社グループは、収

益力の回復を図るべく事業の再構築、財務体質の強化、グループ経営管理体制の強化等に取り組んでおります

が、当中間連結会計期間における業績は、売上高2,568百万円、経常損失344百万円となり、連結子会社であるタ

カラインデックスｅＲラボ株式会社における償却済資産の精算益、及び持分変動利益等の特別利益を計上した結

果、中間純損失は181百万円となりました。 

  

 事業別の業績は、次のとおりであります。 

〔カー用品事業〕  

 「ローリングイルミ」、「リボンステッカー」等が話題となり、併せてアクセサリー等の新製品が好調に推移

したものの、当社主力製品である「ウインドーフィルム」、「ドレスアップカーテン」等が計画比未達となり、

総じて低調な結果となりました。これらの結果、当中間連結会計期間の売上高は1,125百万円、営業利益は97百万

円となりました。 

〔雑貨事業〕 

 「キックボード」、「ヒーリーズ」等のアウトドア用品や曲に合わせてタップを踏んで踊る「リトルタップ

ス」が好調に推移したものの、新規製品の開発が予定通り進まず、強力なヒット製品を生み出すことができなか

ったことから当初計画比大幅な未達を余儀なくされました。これらの結果、当中間連結会計期間の売上高は1,283

百万円、営業損失は113百万円となりました。 

〔家電事業〕 

 主力製品である「加湿器Ver.3」、「２.５Ｒシリーズ」等の新製品の投入が下期にずれ込んだ他、電話機の需

要予測の見誤り等があり、当初計画比で未達となりました。これらの結果、当中間連結会計期間の売上高は172百

万円、営業損失は102百万円となりました。 

  

 なお、当中間連結会計期間は中間連結財務諸表の作成初年度であるため、前年同期との比較分析は行っており

ません。（以下「(2）キャッシュ・フロー」及び「２ 生産、受注及び販売の状況」においても同じ。） 

  

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物残高は282百万円で、前年度末比151百万円減少しておりま

す。これを主な要因別に述べますと次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における営業活動による資金収支は324百万円減少いたしました。主な要因は、税金等調

整前中間純損失164万円に対して売上債権が121百万円減少いたしましたが、返品引当金が45百万円減少、たな卸

資産が78百万円増加、未収入金が184百万円増加となり資金収支の減少となりました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における投資活動による資金収支は250百万円減少いたしました。主な要因は、貸付金の

回収139百万円に対して、新たな貸付による支出90百万円、金型等の有形固定資産の取得による支出16百万円、

取引先株式の取得による支出263百万円により、資金収支の減少になりました。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における財務活動による資金収支は423百万円増加いたしました。主な要因は、短期借入

金の増加296百万円、少数株主への株式の発行による収入127百万円によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 １）生産実績 

 （注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 ２）受注状況 

当社グループ（当社及び連結子会社）は受注生産を行っておりません。  

  

 ３）販売実績 

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

 ２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

 （注）金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

 なお、前連結会計年度において掲げた課題を踏まえ、平成18年12月6日開催の取締役会において、企業再生を果

たすべく、「平成18年度～20年度中期経営計画（企業再生計画）」(第５ 経理の状況「重要な後発事象」の項を

参照）を策定し、実行してまいります。  

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において経営上の重要な契約等は行っておりません。 

５【研究開発活動】 

 当社グループの研究開発活動の重点は、新規商品の開発・製品化の目途を確定することにあります。開発担当は、

新製品の開発および既商品の改良、改善等について基本概念の掘り起こしから企画、調査、試作、製造決定までの業

務を担当しておりますが、この過程で必要に応じて外部ブレーン、専門メーカーの協力を得て遂行しております。 

 また、親会社等である株式会社タカラトミー及びタカラトミーグループのコンテンツ、ノウハウ、ネットワークを

活用し、従来のカー用品業界の発想を超えたエンターテインメント性を備えた商品群の開発についても注力しており

ます。 

 なお、当中間連結会計期間における研究開発費は、カー用品事業29百万円、雑貨事業19百万円、グループ全体で48

百万円であります。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

 カー用品事業 853,337 ― 

 雑貨事業 276,762 ― 

 家電事業 43,753 ― 

合計 1,173,854 ― 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

 カー用品事業 1,125,587 ― 

 雑貨事業 1,269,753 ― 

 家電事業 172,801 ― 

合計 2,568,142 ― 

相手先 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 

イエローハット株式会社 286,343 11.1 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  （注）「提出日現在発行数」欄には、平成18年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使によ 

     り発行されたものは含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。 

①平成16年６月24日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２．新株予約権の発行日（以下「予約権発行日」という。）以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、

次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当

該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の

端数については、これを切り捨てる。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

 また、当社が他社と合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または、当社が会社分割を行う場合、

ならびに、当社が完全子会社となる株式交換または株式移転を行い本件新株予約権が承継される場合、当社

は必要と認める株式の数の調整を行う。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 19,200,000 

計 19,200,000 

種類 
中間会計期間末現在発
行数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月15日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 9,104,000 9,104,000 ジャスダック証券取引所 

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式 

計 9,104,000 9,104,000 ― ― 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数  238個   注１、６ 229個   注１、７ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数  238,000株  注２、６ 229,000株  注２、７ 

新株予約権の行使時の払込金額 １個あたり185,000円 注３ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年６月25日～  

  平成21年６月24日 

同左 

    

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格    185円 

資本組入額       93円  

同左 

   

新株予約権の行使の条件 注４、５ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡する場

合は、当社取締役会の承

認を要する。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ―  



３．各新株予約権の行使に際して払込をすべき金額 

 新株予約権１個あたりの払込金額は、次により決定される１株あたりの払込金額に定める新株予約権１個

の株式数を乗じた金額とする。 

 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株あたりの払込金額を調整し、調整の結果

生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 また、当社が時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合［新株予約権の行

使、商法等の一部を改正する法律（平成13年法律第128号）施行前の商法に基づき付与されたストックオプ

ションによる新株引受権の行使および転換社債の転換の場合は除く。］は次の算式により１株あたりの払込

金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。 

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株あたり払込金額」を

「１株あたり処分金額」と読み替えるものとする。 

 さらに、当社が他社と合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または、当社が会社分割を行う場

合、ならびに、当社が完全子会社となる株式交換または株式移転を行い本件新株予約権が承継される場合、

当社は必要と認める払込金額の調整を行う。 

４．新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当を受けたもの（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時において当社の取締役

または従業員いずれかの地位を保有していること、あるいは、当社と顧問契約を締結している場合に限

る。ただし、定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合は、この限りではない。 

② 新株予約権者が死亡した場合は、その者の相続人は新株予約権を行使することができる。 

③ その他の条件は、本総会決議および取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株

予約権割当契約書」に定めるところによる。 

５．新株予約権の消却 

① 当社は、新株予約権者または相続人が新株予約権の行使の条件に該当しなくなった場合は当該新株予約権

を無償で消却することができる。 

② 当社は、当社が消滅会社となる合併契約書の承認の議案が当社株主総会で承認された場合、または、当社

が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案もしくは株式移転の議案が当社株主総会で承認された場合

は、新株予約権を無償で消却することができる。 

６． 18名退職により新株予約権の数58個と新株予約権の目的となる株式の数58,000株は、失権しております。

７． 21名退職により新株予約権の数67個と新株予約権の目的となる株式の数67,000株は、失権しております。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数×１株あたり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行による増加株式数 



②平成17年６月21日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２．新株予約権の発行日（以下「予約権発行日」という。）以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、

次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当

該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の

端数については、これを切り捨てる。 

また、当社が他社と合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または、当社が会社分割を行う場合、な

らびに、当社が完全子会社となる株式交換または株式移転を行い本件新株予約権が承継される場合、当社は

必要と認める株式の数の調整を行う。 

３．各新株予約権の行使に際して払込をすべき金額 

新株予約権１個あたりの払込金額は、次により決定される１株あたりの払込金額に定める新株予約権１個の

株式数を乗じた金額とする。 

当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株あたりの払込金額を調整し、調整の結果生

じる１円未満の端数は切り上げる。 

また、当社が時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合［新株予約権の行

使、商法等の一部を改正する法律（平成13年法律第128号）施行前の商法に基づき付与されたストックオプ

ションによる新株引受権の行使および転換社債の転換の場合は除く。］は次の算式により１株あたりの払込

金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。 

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株あたり払込金額」を

「１株あたり処分金額」と読み替えるものとする。 

さらに、当社が他社と合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または、当社が会社分割を行う場合、

ならびに、当社が完全子会社となる株式交換または株式移転を行い本件新株予約権が承継される場合、当社

は必要と認める払込金額の調整を行う。 

４．新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当を受けたもの（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時において当社の取締役ま

たは従業員いずれかの地位を保有していること、あるいは、当社と顧問契約を締結している場合に限る。た

  
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数  86個   注１  84個   注１、６ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数  86,000株  注２  84,000株  注２、６ 

新株予約権の行使時の払込金額 １個あたり426,000円 注３ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年６月22日～  

  平成21年６月21日 

同左 

    

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格    426円 

資本組入額      213円  

同左 

   

新株予約権の行使の条件 注４、５ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡する場

合は、当社取締役会の承

認を要する。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ―  

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１ 

分割・併合の比率

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株あたり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数 



だし、定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合は、この限りではない。 

②新株予約権者が死亡した場合は、その者の相続人は新株予約権を行使することができる。 

③その他の条件は、本総会決議および取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予

約権割当契約書」に定めるところによる。 

５．新株予約権の消却 

①当社は、新株予約権者またはその相続人が新株予約権の行使の条件に該当しなくなった場合は当該新株予約

権を無償で消却することができる。 

②当社は、当社が消滅会社となる合併契約書の承認の議案が当社株主総会で承認された場合、または、当社が

完全子会社となる株式交換契約書承認の議案もしくは株式移転の議案が当社株主総会で承認された場合は、

新株予約権を無償で消却することができる。 

６．１名退職により、新株予約権の数２個と新株予約権の目的となる株式の数2,000株は、失権しております。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

 （注） 上記のほか、自己株式が405千株あります。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年４月１日

～ 

平成18年９月30日 

― 9,104,000 ― 952,480 ― 510,676 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社タカラトミー 東京都葛飾区立石七丁目9-10 1,198 13.16 

有限会社ドリームスオブＤ 東京都千代田区東神田三丁目5-1 907 9.96 

コメルツ投信投資顧問株式

会社 
東京都千代田区内幸町二丁目2-1 562 6.17 

落合正美  埼玉県さいたま市緑区 463 5.09 

ＦＰＦテクノロジー投資事

業組合 
東京都台東区元浅草一丁目19-4 419 4.60 

株式会社ネクストジャパン 大阪府吹田市豊津町9-1 419 4.60 

システムサービス株式会社 東京都豊島区東池袋一丁目13-6 419 4.60 

有限会社ＷＩＳＨ 東京都文京区本駒込四丁目5-4 400 4.39 

株式会社セガトイズ 東京都台東区柳橋一丁目4-4 209 2.30 

折井 勝 東京都町田市 167 1.83 

計 ― 5,163 56.71 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１ 「単元未満株式」欄には当社所有の自己株式628株が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）   権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 普通株式 405,000 ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,629,000 8,629 同上 

単元未満株式 普通株式 70,000 ― 同上 

発行済株式総数 9,104,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 8,629 ― 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

イー・レヴォリュ

ーション株式会社 

東京都千代田区 

神田岩本町２番地 
405,000 ― 405,000 4.4 

計 ― 405,000   405,000 4.4 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 405 310 245 216 230 197 

最低（円） 265 227 212 170 171 155 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

(3）当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、中間連結財務諸表の作成初年度である

ため、以下に掲げる中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

は、前中間連結会計期間との対比は行っておりません。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）の中間財務諸表については新日本監査法人により中間監査を受け、また、当中間連結会計期間（平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の中間財務諸表については明和監査法人により中間監査を受けております。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

  前中間会計期間             新日本監査法人 

  当中間連結会計期間及び当中間会計期間  明和監査法人 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  282,967 434,360 

２．受取手形及び売掛金  ※５ 1,215,197 1,334,896 

３．たな卸資産  1,058,379 979,624 

４．未収入金  202,980 19,265 

５．その他  97,352 176,919 

貸倒引当金  △105,468 △127,992 

流動資産合計  2,751,409 76.2 2,817,073 81.1

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産  ※１   

(1）建物及び構築物  ※２ 138,895 141,610   

(2）機械装置  ※２ 917 983   

(3）工具器具備品  ※２ 79,029 104,500   

(4）土地  133,110 351,953 9.7 133,110 380,204 10.9

２．無形固定資産  13,351 13,351 0.4 16,860 16,860 0.5

３．投資その他の資産    

(1）投資有価証券  140,359 176,464   

(2）関係会社株式  204,856 ―   

(3）長期貸付金  18,068 20,489   

(4）長期営業債権  252,611 221,642   

(5）その他  156,376 91,916   

貸倒引当金  △278,399 493,872 13.7 △250,863 259,649 7.5

固定資産合計  859,177 23.8 656,714 18.9

資産合計  3,610,586 100.0 3,473,787 100.0

     
 



   
当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形及び買掛金  ※５ 729,791 738,257 

２．短期借入金  ※１ 861,000 565,000 

３．未払法人税等  8,544 14,223 

４．賞与引当金  51,464 36,716 

５．返品引当金  144,124 189,339 

６．その他  214,782 210,645 

流動負債合計  2,009,707 55.7 1,754,182 50.5

Ⅱ 固定負債    

１．退職給付引当金  71,494 63,466 

２．役員退職慰労引当金  11,500 17,200 

３．負ののれん  ※４ 336,372 ― 

４．その他  22,927 425,828 

固定負債合計  442,295 12.2 506,496 14.6

負債合計  2,452,002 67.9 2,260,679 65.1

 



   
当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金  ― ― 952,480 27.4

Ⅱ 資本剰余金  ― ― 756,484 21.8

Ⅲ 利益剰余金  ― ― △399,670 △11.5

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 ― ― 14,378 0.4

Ⅴ 自己株式  ― ― △110,564 △3.2

資本合計  ― ― 1,213,108 34.9

負債及び資本合計  ― ― 3,473,787 100.0

        

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

 １ 資本金  952,480 26.4 ― ―

 ２ 資本剰余金  756,484 21.0 ― ―

 ３ 利益剰余金  △580,828 △16.1 ― ―

 ４ 自己株式  △110,865 △3.1 ― ―

株主資本合計  1,017,270 28.2 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等    

 １ その他有価証券評価差 
 額金 

 14,642 0.4 ― ―

  評価・換算差額等合計  14,642 0.4 ― ―

Ⅲ 少数株主持分  126,670 3.5 ― ―

純資産合計  1,158,583 32.1 ― ―

負債純資産合計  3,610,586 100.0 ― ―

        



②【中間連結損益計算書】 

   
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  2,568,142 100.0

Ⅱ 売上原価  1,693,853 66.0

売上総利益  874,289 34.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費  ※１ 1,183,212 46.0

営業損失  308,922 △12.0

Ⅳ 営業外収益  

１．受取利息  346

２．受取配当金  905

３．負ののれん償却額  84,485

４．その他  9,640 95,378 3.7

Ⅴ 営業外費用  

１．支払利息  7,453

２．持分法による投資損失  115,822

３．その他  7,564 130,840 5.1

経常損失  344,385 △13.4

Ⅵ 特別利益  

１．前期損益修正益  ※２ 110,373

２．持分変動利益  67,154

３．その他  10,828 188,355 7.3

Ⅶ 特別損失  

１．リコール費用  1,002

２．貸倒引当金繰入額  7,961 8,964 0.3

税金等調整前中間純損失  164,994 △6.4

法人税、住民税及び 
事業税 

 5,481

法人税等調整額  ― 5,481 △0.2

少数株主利益  10,681 △0.4

中間純損失  181,157 △7.0

   



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
952,480 756,484 △399,670 △110,564 1,198,729 

中間連結会計期間中の変動額      

中間純損失     △181,157   △181,157 

自己株式の取得       △301 △301 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
          

中間連結会計期間中の変動額合計 

（千円） 
― ― △181,157 △301 △181,458 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
952,480 756,484 △580,828 △110,865 1,017,270 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
14,378 14,378 ― 1,213,108 

中間連結会計期間中の変動額     

中間純損失       △181,157 

自己株式の取得       △301 

株主資本以外の項目の中間連結会

計期間中の変動額（純額） 
263 263 126,670 126,934 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（千円） 
263 263 126,670 △54,524 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
14,642 14,642 126,670 1,158,583 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

税金等調整前中間純損
失 

 △164,994

減価償却費  43,733

のれん及び負ののれん 
償却額 

 △67,274

貸倒引当金の増減額  5,012

賞与引当金の増減額  14,747

返品引当金の増減額  △45,214

退職給付引当金の増減
額 

 8,027

役員退職慰労引当金の 
増減額 

 △5,700

受取利息及び配当金  △1,252

支払利息  7,453

持分法による投資損益  115,822

持分変動損益  △67,154

売上債権の増減額  121,235

たな卸資産の増減額  △78,755

未収入金の増減額   △184,733

長期営業債権等の増減
額  

 △29,192

仕入債務の増減額  △28,263

その他  50,123

小計 
  

  △306,378

利息及び配当金の受取
額 

 959

利息の支払額  △7,716

法人税等の支払額  △11,160

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △324,296

 



   
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △16,699

投資有価証券の取得に
よる支出 

 △3,449

投資有価証券の売却に
よる収入 

 40,000

関係会社株式の取得に
よる支出  

 △259,950

貸付けによる支出  △90,000

貸付金の回収による収入  139,497

その他  △59,952

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △250,555

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

短期借入金の増減額  296,000

少数株主への株式の発
行による収入 

 127,760

自己株式の取得による
支出 

 △301

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 423,458

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

 ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
減額 

 △151,393

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 434,360

Ⅶ 現金及び現金同等物の中
間期末残高 

 282,967

   



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年4月1日 
至 平成18年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年4月1日 
至 平成18年3月31日） 

 当社は連結損益計算書を作成していない前事業年度に

おいて、161百万円の営業損失及び552百万円の当期純損

失を計上し、４期連続で営業キャッシュ・フローもマイ

ナスとなりました。また、当社グループは、当中間連結

会計期間においても308百万円の営業損失及び181百万円

の中間純損失を計上し、営業キャッシュ・フローもマイ

ナスとなりました。 

当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が

存在しております。 

当社は、当該状況を解消すべく、以下も含めた経営改革

を実行してまいります。 

１．収益性の改善 

（1）カー用品事業においては、カーライフ事業部が、人

員の効果的な再配置により、営業利益段階で黒字化を達

成することは出来ましたが、計画していました売上には

至りませんでした。更なる販売強化に努めるとともに、

製品アイテム数の削減による効率化も継続してまいりま

す。 

（2）雑貨事業のうち、ｅ－ＬＩＦＥ事業部（旧雑貨事業

部）においては、人員補強により売上高は前年に比べ伸

張したものの、新製品の投入が遅れるなど計画していた

売上高には至りませんでした。今後は、新製品を計画通

り市場に投入することで売上の達成に努めてまいりま

す。また、今期特販事業部を新設いたしましたが、人員

の拡充が計画通り進まず、計画しておりました売上には

至りませんでした。今後は、カーライフ事業部における

特販チームとして、カーライフ事業部とのシナジーを効

かせ、引き続きベンダー事業の差別化と拡大およびＯＥ

Ｍ事業の拡大を図ってまいります。 

（3）家電事業は、空気清浄機、加湿器Ver.3の新製品投

入による売上拡大で利益確保につなげてまいります。 

（4）引き続き、人件費を含めた経費の削減に努めてまい

ります。 

２．資金の安定化 

前期に債務超過に陥りました子会社であるタカラインデ

ックスｅＲラボ株式会社は、平成18年5月の第三者割当増

資254百万円（当社割当額125百万円）により債務超過を

解消するとともに、当社は、同社へ195百万円の貸付を行

い資金の安定化をはかりました。 

３．事業の再構築のための外部支援受け入れ 

株式会社リヴァンプと平成18年3月31日に締結した業務委

託契約に基づき、株式会社リヴァンプより取締役1名他を

受け入れました。当該取締役は、グループ会社を統括

し、グループ全体の戦略を担う経営戦略室を担当してお

ります。引き続きリヴァンプの企業ネットワーク及び人

的ネットワークを活用し、リヴァンプの支援の下で事業

の再構築を進めてまいります。 

  平成18年２月28日に連結子会社３社の株式を取得し、

当連結会計年度末日である平成18年３月31日を支配獲得

日とみなして、当連結会計年度につきましては貸借対照

表のみを連結しておりますが、当社において161百万円の

営業損失及び552百万円の当期純損失を計上し、4期連続

で営業キャッシュ・フローもマイナスとなりました。 

当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が

存在しております。 

当社は、当該状況を解消すべく、以下も含めた経営改革

を実行してまいります。 

１．収益性の改善 

（1）カーライフ事業部の損益改善のために、営業人員を

効果的に他の事業部に再配置し、現状の売上高で営業利

益が出る体制にいたします。また、製品アイテム数の削

減により効率化を図ります。 

（2）売上高拡大のために、特販事業部を新設しベンダー

事業の差別化と拡大およびOEM事業の拡大を図ります。 

（3）雑貨事業部の強化のために、カーライフ事業部から

人員を補強し売上高の拡大を目指します。 

（4）人件費を含めた経費削減を進めてまいります。 

２．資金の安定化 

債務超過に陥った連結子会社であるタカラインデックス

ｅＲラボ株式会社の財務支援を行うために、平成18年5月

16日に第三者割当増資125百万円を引受け、その後平成18

年6月19日に一時的に同子会社へ125百万円を貸付けてお

ります。当該資金は、株式会社タカラトミーから平成18

年5月17日に調達した借入金300百万円で賄い、残額50百

万円および同貸付金の回収後資金は運転資金として活用

する予定であります。また、タカラインデックスｅＲラ

ボ株式会社が企画している新規事業については、外部資

金を導入することにより資金の安定化を進めてまいりま

す。 

３．グループ経営管理体制の充実 

平成18年2月に連結子会社化したグループ会社3社を統括

し、グループ全体の戦略を担当する経営戦略室を新たに

設置し、グループのシナジー効果を出すための経営管理

体制を新たに構築するとともに、迅速な意思決定を行っ

てまいります。 

 ４．事業の再構築のための外部支援受け入れ  

株式会社リヴァンプと平成18年3月31日に経営改革支援に

関する業務委託契約を締結し、リヴァンプの企業ネット

ワーク及び人的ネットワークを活用し、リヴァンプの支

援の下で事業の再構築を進めてまいります。 

連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、

このような重要な疑義の影響を反映しておりません。 

 



当中間連結会計期間 
（自 平成18年4月1日 
至 平成18年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年4月1日 
至 平成18年3月31日） 

 ４．平成18年12月６日開催の取締役会において、企業再生

 を果たすべく「平成18年度～20年度中期経営計画（企業再

 生計画）」を策定し、実行してまいります。 

 (1)抜本的な事業・組織のリストラクチャリング 

  希望退職者募集による人員削減を進め、スリムな経 

  営・管理部門組織を構築するとともに現場昨日の補強 

  を推し進めます 

（2)事業領域とポジショニング 

    既存事業のカー用品事業を収益基盤として位置付け、 

  ＳＫＵ（商品の数）の絞込みをはかり実用性・確実性 

  に基づくアクセサリー事業の運営を進めます。雑貨・ 

  玩具の開発を推進いたします。また、成長事業として 

  デザイン家電、動画配信を位置付けます。 

中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、このような重要な疑義の影響を反映しておりませ

ん。 

  

  

  

  

  



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 すべての子会社を連結しております。 

連結子会社の数   ３社 

株式会社エー・ジー 

プラマイゼロ株式会社 

タカラインデックスｅＲラボ株式会社 

すべての子会社を連結しております。 

連結子会社の数   ３社 

株式会社エー・ジー 

プラマイゼロ株式会社 

タカラインデックスｅＲラボ株式会社 

(注）平成18年２月28日の株式取得に伴

い、当連結会計年度より連結子会社とな 

りました。なお、当連結会計年度末日で 

ある平成18年３月31日を支配獲得日とみ 

なしており、当連結会計年度につきまし 

ては貸借対照表のみを連結しております。

２．持分法の適用に関する事

項 

持分法適用の関連会社数   ２社 

株式会社ＳＥＥＢＯＸ 

株式会社ＤｉｄｅｏＮＥＴ－ＪＡＰＡＮ 

  

 株式会社ＳＥＥＢＯＸ、株式会社Ｄｉ 

ｄｅｏＮＥＴ－ＪＡＰＡＮは、当中間連 

結会計期間において新たに設立したため、

持分法の適用範囲に含めております。 

該当事項はありません。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

連結子会社の中間決算日は中間連結決算

日と一致しております。 

連結子会社の決算日は連結決算日と一致

しております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ①有価証券 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

  中間期末日の市場価格等に基づく時 

  価法（評価差額は全部純資産直入法  

  により処理し、売却原価は移動平均 

  法により算定） 

  時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

 ②たな卸資産 

   主として総平均法による原価法 

 ③デリバティブ 

  時価法 

 ①有価証券 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

  期末日の市場価格等に基づく時価法 

 （評価差額は全部資本直入法により処 

  理し、売却原価は移動平均法により 

  算定） 

  時価のないもの 

 同左 

 ②たな卸資産 

 同左 

 ③デリバティブ 

 同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

①有形固定資産 

 定率法によっております。 

  主な耐用年数 

   建物及び構築物３～50年 

   工具器具備品２～15年 

②無形固定資産 

 定額法 

  なお、自社使用のソフトウェアにつ 

  いては、社内における利用可能期間 

  (５年）に基づく定額法によっており 

  ます。 

①有形固定資産 

         同左 

   

  

 

②無形固定資産   

 同左 

 



項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(3）繰延資産の処理方法 

  

  

 ―――――――― 

  

  

  株式交付費 

  支出時に全額費用として処理しておりま 

 す。 

 新株発行費 

 支出時に全額費用として処理しておりま 

  す。 

 ―――――――― 

  

(4）重要な引当金の計上基

準 

①貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備えるため 

  回収不能見込額を計上しております。 

   a）一般債権 

    貸倒実績率法によっております。 

   b）貸倒懸念債権及び破産更生債権等 

     個別の債権ごとに回収可能額を検討 

   し、回収不能見込額を計上しており 

   ます。 

①貸倒引当金 

同左 

  

   a）一般債権 

同左 

   b）貸倒懸念債権及び破産更生債権等 

同左 

  

  

   ②賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てるため支給 

 見込額に基づいて計上しております。 

②賞与引当金 

 同左 

   ③返品引当金 

 販売した製品の返品による損失に備え 

 るため、経験率に基づいて算出した返 

 品見込額のうちの売買利益相当額並び 

 に損傷製品については廃棄処分見込額 

 又は再生時に生ずる解体損失見込額を 

 引当計上しております。 

③返品引当金 

 同左 

   ④退職給付引当金 

 当社及び一部連結子会社は従業員の退 

 職給付に充てるため、当中間連結会計 

 期間末における退職給付債務額（簡便 

 法による）に基づき計上しておりま 

 す。 

  なお当社については、当中間連結会計 

 期間末における退職給付債務額から、 

 特定退職金共済制度による給付額を控 

 除した残高を計上しております。 

④退職給付引当金 

 当社及び一部連結子会社は従業員の退 

 職給付に充てるため、当連結会計年度 

 末における退職給付債務額（簡便法に 

 よる）に基づき計上しております。 

  なお当社については、当連結会計年度 

 末における退職給付債務額から、特定 

 退職金共済制度による給付額を控除し 

 た残高を計上しております。 

 



項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

   ⑤役員退職慰労引当金 

 当社及び一部連結子会社は役員の退職 

 慰労金の支給に充てるため、内規に基 

 づく当中間連結会計期間末要支給額を 

 計上しております。なお当社は、平成 

 17年６月21日開催の定時株主総会にお 

 いて、本総会終結の時をもって役員退 

 職慰労金制度を廃止し、本総会におい 

 て再任される各取締役及び監査役に対 

 し、本総会終結の時までの在任期間に 

 対応した役員退職慰労金の打ち切り支 

 給を決議いたしました。また、再任さ 

 れた役員に対する役員退職慰労引当金 

 は、それぞれの退任時に支給すること 

 といたしました。 

  

  

  

  

  

  

⑤役員退職慰労引当金 

 当社及び一部連結子会社は役員の退職 

 慰労金の支給に充てるため、内規に基 

 づく当連結会計年度末要支給額を計上 

 しております。なお当社は、平成17年 

 ６月21日開催の定時株主総会におい 

 て、本総会終結の時をもって役員退職 

 慰労金制度を廃止し、本総会において 

 再任される各取締役及び監査役に対 

 し、本総会終結の時までの在任期間に 

 対応した役員退職慰労金の打ち切り支 

 給を決議いたしました。また、再任さ 

 れる役員に対する役員慰労引当金は、 

 それぞれの退任時に支給することとい 

 たしました。これにより、定時株主総 

 会終結時より役員退職慰労引当金の 

 繰入を取り止めるとともに、定時株 

 主総会終結時における役員退職慰労 

 金残高22,000千円のうち、当期中に 

 14,200千円の目的取崩を実施し、支 

 給予定額7,800千円を引当計上してお 

 ります。 

  (5）重要なリース取引の処理 

 方法     

 リース物件の所有権が借主に移転する 

 と認められているもの以外のファイナ 

 ンス・リース取引については、通常の 

 賃貸借取引に係る方法に準じた会計処 

 理によっております。 

  同左 

  (6）重要なヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

 一部子会社は為替予約が付される外貨 

 建金銭債権債務については、振当処理 

 を行っております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 

  為替予約 

 ヘッジ対象 

  外貨建金銭債権債務 

③ヘッジ方針 

 外貨建取引の為替相場の変動リスクを 

 回避する目的で為替予約取引を行って 

 おります。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約取引は振当処理によっている 

 ため、ヘッジ有効性の評価は省略して 

 おります。 

①ヘッジ会計の方法 

 同左 

  

  

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 

 同左 

  ヘッジ対象 

 同左 

 ③ヘッジ方針 

 同左 

  

  

 ④ヘッジ有効性評価の方法 

 同左 

 (7）その他の中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作成

のための重要な事項  

  消費税等の会計処理方法 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税 

 抜き方式によっております。 

  消費税等の会計処理方法 

 同左 

 



項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及 

 び容易に換金可能であり、かつ、価値 

 の変動について僅少なリスクしか負わ 

 ない預入日から３ヶ月以内に満期日の 

 到来する定期預金からなります。 

 当連結会計年度は、当連結会計年度末 

 日である平成18年３月31日を連結子会 

 社の支配獲得日とみなしており、貸借 

 対照表のみを連結しているため連結キ 

 ャッシュ・フロー計算書は作成してお 

 りません。  



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準） 

―――――――― 

  当中間連結会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」(企

業会計基準適用指針第８号 平成17年12

月９日）を適用しております。これまで

の資本の部の合計に相当する金額は

1,031,913千円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における中

間連結貸借対照表の純資産の部について

は、中間連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の中間連結財務諸表規則によ

り作成しております。 

  

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 担保資産 

担保に供されている資産 

※１ 担保資産 

担保に供されている資産 

建物 26,441 千円 

土地 63,707   

合計 90,148   

建物 26,938 千円

土地 63,707   

合計 90,645   

上記に対応する債務の内容 上記に対応する債務の内容 

短期借入金 250,000 千円 運転資金 

（短期）借入金 
250,000 千円

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

     437,248 千円 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

 398,343 千円 

 ３ 手形割引高及び裏書譲渡高 

     9,900 千円 

 ３ 手形割引高及び裏書譲渡高 

 24,533千円  

※４ のれん及び負ののれんの取扱 

 のれん及び負ののれんは相殺のうえ、 

固定負債の「負ののれん」に表示してお

ります。相殺前の金額は以下のとおりで

あります。 

のれん 86,055 千円 

負ののれん 422,428   

※４     ―――――――― 

  

※５ 中間連結会計期間末日満期手形 

    中間連結会計期間末日満期手形の会計 

   処理は、手形交換日をもって決済処理し 

     ております。なお、当中間連結会計期間 

     の末日は金融機関の休日であったため、 

     次の中間連結会計期間末日満期手形が中 

   間期末残高に含まれております。 

  

受取手形 69,304 千円 

支払手形 17,235   

※５     ―――――――― 

  



（中間連結損益計算書関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要項目 

給与手当 284,087 千円 

賞与引当金繰入額 43,608   

役員退職慰労引当金繰

入額 

1,400   

 ※２ 前期損益修正益 

 前期に償却済の資産について代金の精算

がなされたものであります。 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,200株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前連結会計年度末 

株式数（株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（株） 

当中間連結会計期間

減少株式数（株） 

当中間連結会計期間

末株式数（株） 

 発行済株式     

   普通株式 9,104,000 ― ― 9,104,000 

合計 9,104,000 ― ― 9,104,000 

 自己株式         

   普通株式 （注） 404,428 1,200 ― 405,628 

合計 404,428 1,200 ― 405,628 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

(1）現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

現金及び預金勘定 282,967 千円 

現金及び現金同等物 282,967 千円 



（リース取引関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び期末残高相当額 

 

工具器具

備品 

(千円) 

 

ソフト 

ウェア 

(千円) 

 
 合計 

(千円) 

取得価額

相当額 
34,487  21,266  55,753 

減価償却

累計額相

当額 

18,201  11,840  30,042 

減損損失

累計額相

当額 

1,954  2,899  4,854 

中間期末

残高相当

額 

14,330  6,526  20,857 

  

 

工具器具

備品 

(千円) 

 

ソフト 

ウェア 

(千円) 

 
 合計 

(千円) 

取得価額

相当額 
35,967  15,996  51,963 

減価償却

累計額相

当額 

13,974  8,264  22,239 

減損損失

累計額相

当額 

2,493  3,624  6,118 

期末残高 

相当額 
19,499  4,107  23,606 

なお、取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が低いため

支払利子込み法により算定しておりま

す。 

なお、取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため支払利子

込み法により算定しております。 

② 未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

  

１年以内 12,289 千円 

１年超 13,422 千円 

合計 25,711 千円 

リース資産減損勘定

の残高 
4,854 千円 

    

  

１年以内 11,341 千円

１年超 18,382 千円

合計 29,724 千円

リース資産減損勘定

の残高 
6,118 千円

  

なお、未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

なお、未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定し

ております。 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 

支払リース料 6,144 千円 

リース資産減損勘定

の取崩額 
1,263 千円 

減価償却費相当額 4,880 千円 

減損損失 ― 千円 

     連結損益計算書を作成していないため 

       記載を省略しております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  



（有価証券関係） 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの（平成18年９月30日現在） 

  

２ 時価評価されていない有価証券（平成18年９月30日現在） 

前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの（平成18年３月31日現在） 

  

２ 時価評価されていない有価証券（平成18年３月31日現在） 

  取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

株式 75,670 100,359 24,688 

合計 75,670 100,359 24,688 

 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

 非上場株式 40,000 

  取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 72,220 96,464 24,243 

合計 72,220 96,464 24,243 

 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

 非上場株式 80,000 



（デリバティブ取引関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

 なお、為替予約取引をおこなっておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いてお

ります。 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

 なお、為替予約取引をおこなっておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いてお

ります。 

（ストック・オプション等関係） 

        当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

     当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

  

  提出会社 

   平成18年ストック・オプション  

 付与対象者の区分及び人数  取締役 ４名、従業員 21名 

 株式の種類別のストック・オプションの付与数  普通株式 86,000株 

 付与日  平成18年４月28日 

 権利確定条件 
 付与日（平成18年４月28日）以降、権利確定日（平成 

 19年6月22日）まで継続して勤務していること。 

 対象勤務期間  自平成18年４月28日 至平成19年６月22日 

 権利行使期間 
 権利確定後２年以内。ただし、権利確定後退職した場

合は、退職日より６ヶ月以内まで行使可。 

 権利行使価格（円） 426 

 付与日における公正な評価単価（円） ― 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１．事業区分は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各事業の主要な製品 

       （1）カー用品事業・・・自動車用ウィンドーフィルム、自動車用アクセサリー、ステッカー等 

       （2）雑貨事業・・・・・生活雑貨、トイ雑貨、玩具等 

       （3）家電事業・・・・・生活家電、ＡＶ家電等 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は190,152千円であります。 

  その主なものは当社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

  

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

       当連結会計年度は、当連結会計年度末日である平成18年３月31日を連結子会社の支配獲得日とみなしてお 

     り、貸借対照表のみを連結しているためセグメント情報は作成しておりません。 

【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

            当中間連結会計期間は、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当

     事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当連結会計年度は、当連結会計年度末日である平成18年３月31日を連結子会社の支配獲得日とみなしてお

り、貸借対照表のみを連結しているためセグメント情報は作成しておりません。 

【海外売上高】 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

       海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当連結会計年度は、当連結会計年度末日である平成18年３月31日を連結子会社の支配獲得日とみなしてお

り、貸借対照表のみを連結しているためセグメント情報は作成しておりません。 

  
カー用品事
業 

（千円） 

雑貨事業 
（千円） 

家電事業 
（千円） 

計 
 （千円） 

消去又は全社 
 （千円） 

連結 
（千円） 

 売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 1,125,587 1,269,753 172,801 2,568,142 ― 2,568,142 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
― 13,502 ― 13,502 △13,502 ― 

計 1,125,587 1,283,256 172,801 2,581,645 △13,502 2,568,142 

 営業費用 1,028,410 1,396,861 275,357 2,700,629 176,435 2,877,065 

 営業利益又は営業損失(△） 97,176 △113,605 △102,555 △118,984 △189,938 △308,922 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額    118円63銭   139円45銭 

１株当たり中間純損失   20円83銭 当連結会計年度について

は、連結損益計算書を作成

していないため、１株当た

り当期純利益金額、潜在株

式調整後１株当たり当期純

利益金額及びこれらの算定

上の基礎に関する記載を省

略しております。 

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益 

なお、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金額につ

いては、１株当たり中間純

損失を計上することとなっ

たため記載しておりませ

ん。 

項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

１株当たり中間純損失金額     

中間純損失金額（千円） 181,157 ― 

普通株主に帰属しない金額 

（千円） 
― ― 

普通株式に係る中間純損失金額 

（千円） 
181,157 ― 

普通株式の期中平均株式数

（株） 
8,698,801 ― 

希薄化効果を有しないため、潜

在株式調整後１株当たり中間純

利益の算定に含まれなかった潜

在株式の概要 

平成12年６月28日定時株

主総会決議ストックオプ

ション 

（自己株式取得方式） 

平成18年６月28日付で行

使期間終了済 

  

平成16年６月24日定時株

主総会決議ストックオプ

ション 

（新株予約権） 

潜在株式の数 238,000株 

  

― 

 平成17年６月21日定時株

主総会決議ストックオプ

ション 

（新株予約権） 

潜在株式の数  86,000株 

  

  

  



（重要な後発事象） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（１）平成18年12月６日開催の取締役会において、株式会 

   社新生銀行に対し、新株予約権（以下、「本新株予 

   約権」という。）300個を付与いたしました。内容 

   は以下のとおりであります。 

  ①本新株予約権の目的となる株式の種類および数 

   普通株式  3,000,000株 

  ②本新株予約権の発行価額 

   2,400千円（新株予約権1個あたり8,000円） 

    ③資本組入額 

   241,200,000円 

  ④申込期日 

      平成18年12月21日 

  ⑤割当日及び払込期日 

    平成18年12月21日 

  ⑥本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

    本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

   は、行使価額（以下に定義する。）に割当株式数を 

   乗じた額とする。 

   本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交 

   付する場合における株式1株あたりの払込金額（以下

   「行使価額」という。)は、当初160円（以下「当初 

   行使価額」という。）とする。 

  ⑦行使価額の修正 

    行使価額は、平成18年12月22日 以降、平成19年1月 

   12日まで、毎日、直前取引日までの3連続取引日の株

   式会社ジャスダック証券取引所における当社普通株 

   式の普通取引の毎日の終値の単純平均値の90％に相 

   当する金額に、平成19年1月15日以降、毎週週初めの

   取引日に、直前の取引日を含む前３連続取引日の株 

   式会社ジャスダック証券取引所における当社普通株 

   式の普通取引の毎日の終値の単純平均値の90％に相 

   当する金額に、修正される。かかる計算において、 

   円位未満小数第１位まで算出し、小数第１位を切捨 

   て、かかる計算された行使価額を修正後行使価額と 

   いう。修正後行使価額が96円を下回る場合には、修 

   正後行使価額は下限行使価額とし、320円を上回る場

   合には、修正後行使価額は上限行使価額とする。 

  ⑧新株予約権の行使期間 

   平成18年12月22日から平成21年12月21日までとす 

   る。 

  ⑨資金の使途 

   構造改革費用、研究開発費、財務面の強化及び運転 

   資金へ充当 

(1）平成17年６月21日開催の第43期定時株主総会決議に

基づき、平成18年４月28日開催の取締役会におい

て、当社の取締役、監査役及び従業員に対し、スト

ックオプションとして新株予約権86個を付与いたし

ました。内容は以下のとおりであります. 

①新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

普通株式 86,000株 

②新株予約権の発行価額 

無償 

③権利行使時の１株当たり払込金額 

426円 

④新株予約権の行使期間 

平成19年６月22日から平成21年６月21日までとす

る。 

(2）連結子会社であるタカラインデックスｅＲラボ株式

会社は、平成18年5月15日開催の取締役会において、

イー・レヴォリューション株式会社（当社）、株式

会社タカラトミー及び株式会社インデックスを引受

先とする第三者割当増資を実施することを決議いた

しました。内容は以下のとおりであります。 

1.第三者割当増資による第１回新株式発行の件 

①発行新株式数 

普通株式 4,000株 

②発行価額 

１株につき金50,000円 

③発行価額の総額 

200,000,000円 

④資本組入額 

100,000,000円 

⑤割当先及び株式数 

イー・レヴォリューション株式会社 2,500株 

株式会社タカラトミー       1,500株 

⑥申込期間 

平成18年５月15日から平成18年５月16日 

⑦払込期日 

平成18年5月16日 

⑧資金の使途 

債務超過の解消、借入金の返済及び新規事業へ投資 

 



当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（２）平成18年12月6日開催の取締役会において、「平成18

      年度～20年度中期経営計画（企業再生計画）」が承 

      認されました。 

  ①策定方針 

   当社は、ここ数年、カー用品のアフターマーケット 

   縮小の影響を受け、売上高が減少するなど厳しい経 

   営環境にさらされております。このような中で、㈱ 

   タカラトミーより雑貨事業の移管を受けて売上の拡 

   大をはかっておりますが、収益改善にまでは至って 

   おりません。また、平成18年２月に子会社３社を取 

   得し、当期よりグループ経営となりましたが、足元 

   は各社とも厳しい状況が続いております。この状況 

   を打開するために、グループ全体で事業領域とポジ 

   ショニングの明確化をはかるとともに人員削減も含 

   めたコスト削減等の構造改革を進め、スリムな体制 

   で収益を出せる企業体を目指してまいります。その 

   位置づけとして「平成18～20年度中期経営計画（企 

   業再生計画）」を策定いたしました。 

  ②計画の概要 

   経営理念 

     心に響き、感動体験を残すことができるモノづく 

    りに向けて常に改革を目指します。 

    思いやりを育む絆づくりに向けて常に改革を目指 

    します。 

    ステークホルダーとの共存に向けて常に改革を目 

    指します。 

   事業領域 

    当社を中心とするライフエンターテインメントグ 

    ループとして、カー用品事業、雑貨・玩具事業に 

    フォーカスするとともに、プラマイゼロの生活家 

    電事業とDideoNET-JAPAN／ＳＥＥＢＯＸ事業を成 

    長事業として位置づけております。 

   基本方針 

    1)カーアクセサリー分野でマーケット・リーダー 

     を目指す 

    2)玩具事業をグループで統合し、ベースとなる寿 

     命の長いキャラクターの育成とトレンドを先取 

     りした雑貨・玩具の開発に資源を集中する 

    3)キッチン・リビングといった生活に密着した家 

     電にデザインという付加価値を提供し、デザイ 

     ン家電でトップブランドを育成する 

    4)安定した収益構造の事業体を目指す 

   重点戦略 

    1)連結経常利益率5％の確保を目指す 

    2)景気変動に対応できる強固な収益・コスト構造 

     を確立する 

    3)財務体質の強化を目指す 

    4)徹底した原価率の逓減を進める 

    5)グループの再編、資本政策の見直しをはかる 

    6)資産（特に棚卸資産）の圧縮を進める 

2.第三者割当増資による第２回新株式発行の件 

①発行新株式数 

普通株式 1,080株 

②発行価額 

１株につき金50,000円 

③発行価額の総額 

54,000,000円 

④資本組入額 

27,000,000円 

⑤割当先及び株式数 

株式会社インデックス 1,080株 

⑥申込期間 

平成18年5月17日から平成18年5月19日 

⑦払込期日 

平成18年5月19日 

⑧資金の使途 

債務超過の解消、借入金の返済及び新規事業へ投資 

(3）平成18年４月28日開催の取締役会において、株式会

社タカラトミーから300百万円を借入れることを決議

し、平成18年５月17日に、同社から300百万円を借入

れております。当該借入金の使途は、連結子会社で

あるタカラインデックスｅＲラボ株式会社の第三者

割当増資125百万円の引受け、同子会社への125百万

円の貸付け及び当社の運転資金50百万円でありま

す。 

(4）連結子会社であるタカラインデックスｅＲラボ株式

会社は、平成18年５月15日開催の取締役会におい

て、99.5％の出資で子会社を設立することを決議

し、平成18年５月19日に当該子会社を設立いたしま

した。設立時の内容は以下のとおりであります。 

①商号 

株式会社ＳＥＥＢＯＸ 

②事業内容 

動画配信サービス事業 

③設立 

平成18年5月19日 

④本店所在地 

東京都台東区 

⑤資本金 

5,025千円 

なお、株式会社ＳＥＥＢＯＸは、平成18年６月５日

に第三者割当増資を実施し、増資後の資本金は15百

万円となり、タカラインデックスｅＲラボ株式会社

の持株比率は33.3％となりました。 

 



(2）【その他】 

  特記すべき事項はありません。 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

   再生計画の骨子 

    1)抜本的な事業・組織のリストラクチャリング 

     希望退職募集による人員削減を進め、スリムな 

     経営・管理部門組織を構築するとともに現場機 

     能の補強を推し進めます。 

    2)事業領域とポジショニングの明確化 

     既存事業のカー用品事業を収益基盤として位置 

     付け、ＳＫＵ（商品の数）の絞込みをはかり実 

     用性・確実性に基づくアクセサリー事業の運営 

     を進めます。 

     雑貨・玩具事業を安定基盤として位置付け、キ 

     ャラクター定番の育成とトレンディ雑貨・玩具 

     の開発を推進いたします。また、成長事業とし 

     て、デザイン家電、動画配信を位置付けます。 

  ③連結事業計画数値         
                        （単位：百万円) 

 平成18年度 平成19年度 平成20年度 

売上高 6,300 7,100 9,000 

営業利益 △160 100 320 

経常利益 △200 220 450 

税引後 

当期純利益 
△50 170 330 

(5）連結子会社であるタカラインデックスｅＲラボ株式

会社は、平成18年６月15日開催の取締役会におい

て、株式会社ＤｉｄｅｏＮＥＴ－ＪＡＰＡＮ（主た

る事業内容：インターネットを利用した配信技術に

関する技術開発及び技術の提供）の第三者割当増資

249百万円を引受けること、並びに同社へ40百万円貸

付けることを決議し、平成18年６月20日に当該増資

払込により株式を取得するとともに貸付を実行いた

しました。なお、タカラインデックスｅＲラボ株式

会社の株式会社ＤｉｄｅｏＮＥＴ－ＪＡＰＡＮの持

分比率は49％であります。 

（３）平成18年12月６日開催の取締役会において、希望退 

   職の募集を行うことを決定いたしました。内容は以 

   下のとおりであります。 

  ①希望退職募集の理由 

   当社の経営体質のスリム化を目指し、人員適正化に 

   よる人件費の削減に取り組みます。その具体策とし 

   て、希望退職の募集を行うことといたしました。 

  ②希望退職者募集の概要 

   1)募集対象者 

    平成18年11月30日現在で、30歳以上の従業員 

   2)募集人数 

    15名程度 

    （平成18年11月30日現在の従業員数79名） 

   3)募集期間 

    平成18年12月11日～平成18年12月22日 

   4)退職日 

    平成18年１月31日～３月31日 

   5)概算費用 

    約50百万円 

   6)その他 

    退職者に対し、会社都合扱いの退職金に加え特別 

    加算金を支給いたします。 

  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   169,015   125,376 274,965   

２ 受取手形 ※４ 209,213   184,257 162,984   

３ 売掛金   546,518   652,419 800,560   

４ たな卸資産   680,537   768,189 638,726   

５ 短期貸付金   122,830   199,000 137,077   

６ その他 ※３ 30,981   54,792 30,611   

貸倒引当金   △126,506   △101,034 △121,503   

流動資産合計    1,632,589 77.3 1,883,001 69.3   1,923,422 77.0

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１        

(1）建物 ※２ 128,189   122,244 122,964   

(2）土地   150,010   133,110 133,110   

(3）その他 ※２ 33,009   34,483 33,436   

有形固定資産合
計 

  311,208   14.7 289,838 10.7 289,511   11.6

２ 無形固定資産   14,816   0.7 9,638 0.3 12,220   0.5

３ 投資その他の資
産 

         

  (1)関係会社株式   ―   336,800 211,800   

(2)長期営業債権   223,142   252,611 221,642   

(3)破産更生債権等   20,349   7,141 10,012   

(4)その他   175,175   215,512 101,201   

貸倒引当金   △264,740   △277,304 △272,264   

投資その他の資
産合計 

  153,925   7.3 534,760 19.7 272,391   10.9

固定資産合計    479,951 22.7 834,238 30.7   574,122 23.0

資産合計    2,112,541 100.0 2,717,239 100.0   2,497,545 100.0 

           

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形   189,321   282,273 140,397   

２ 買掛金   326,700   218,308 347,286   

３ 短期借入金 ※１ 445,000   755,000 470,000   

４ 未払法人税等   6,643   5,620 10,347   

５ 賞与引当金   32,502   29,173 27,241   

６ 返品引当金   172,235   144,124 189,339   

７ その他   109,118   136,112 133,971   

流動負債合計    1,281,522 60.6 1,570,614 57.8   1,318,583 52.8

Ⅱ 固定負債          

１ 繰延税金負債   6,321   10,045 9,864   

２ 退職給付引当金   47,476   55,490 48,034   

３ 役員退職慰労引
当金 

  16,100   700 7,800   

４ その他   7,951   5,713 6,511   

固定負債合計    77,849 3.7 71,949 2.6   72,211 2.9

負債合計    1,359,372 64.3 1,642,564 60.4   1,390,795 55.7

 



    
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

           

（資本の部）          

Ⅰ 資本金    676,000 32.0 ― ―   952,480 38.1

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金   236,500   ― 510,676   

２ その他資本剰余
金 

  245,808   ― 245,808   

資本剰余金合計    482,308 22.8 ― ―   756,484 30.3

Ⅲ 利益剰余金          

  中間（当期）未
処理損失 

  △305,828   ― △506,029   

利益剰余金合計    △305,828 △14.4 ― ―   △506,029 △20.3

Ⅳ その他有価証券評
価差額金 

   9,214 0.4 ― ―   14,378 0.6

Ⅴ 自己株式    △108,524 △5.1 ― ―   △110,564 △4.4

資本合計    753,169 35.7 ― ―   1,106,750 44.3

負債資本合計    2,112,541 100.0 ― ―   2,497,545 100.0 

           

（純資産の部）          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金    ― ― 952,480 35.1   ― ―

  ２ 資本剰余金          

   (1）資本準備金   ―   510,676 ―   

(2）その他資本剰
余金 

  ―   245,808 ―   

    資本剰余金合計    ― ― 756,484 27.8   ― ―

  ３ 利益剰余金          

(1）その他利益剰
余金 

         

繰越利益剰余
金 

  ―   △538,066 ―   

    利益剰余金合計    ― ― △538,066 △19.8   ― ―

  ４ 自己株式    ― ― △110,865 △4.1   ― ―

     株主資本合計    ― ― 1,060,032 39.0   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等          

  １ その他有価証券  
    評価差額金 

   ― ― 14,642 0.6   ― ―

   評価・換算差額等  
   合計 

   ― ― 14,642 0.6   ― ―

   純資産合計    ― ― 1,074,675 39.6   ― ―

   負債純資産合計    ― ― 2,717,239 100.0   ― ―

           



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    1,842,184 100.0 1,633,166 100.0   4,014,409 100.0 

Ⅱ 売上原価    1,294,835 70.3 1,045,650 64.0   2,822,770 70.3

返品引当調整前
売上総利益 

   547,349 29.7 587,515 36.0   1,191,639 29.7

返品引当金戻入
額 

   143,683 7.8 189,339 11.5   143,683 3.6

返品引当金繰入
額 

   172,235 △9.3 144,124 △8.8   189,339 △4.7

売上総利益    518,797 28.2 632,730 38.7   1,145,983 28.5

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

   662,480 36.0 759,202 46.4   1,307,133 32.6

営業損失    143,682 △7.8 126,471 △7.7   161,149 △4.0

Ⅳ 営業外収益          

受取利息   279   1,575 117   

その他 ※１ 7,845 8,124 0.4 9,668 11,243 0.7 17,800 17,917 0.4

Ⅴ 営業外費用          

支払利息   4,116   6,870 9,139   

その他 ※２ 5,310 9,426 0.5 6,126 12,997 0.8 30,274 39,414 1.0

経常損失    144,984 △7.9 128,224 △7.8   182,646 △4.5

Ⅵ 特別利益 ※３  41,748 2.3 99,828 6.1   67,178 1.7

Ⅶ 特別損失 
※４ 
※５ 

 244,220 13.3 ― ―   428,832 10.7

税引前中間(当
期）純損失 

   347,456 △18.9 28,396 △1.7   544,300 △13.5

法人税、住民税
及び事業税 

  4,546   3,641 7,902   

法人税等調整額   ― 4,546 0.2 ― 3,641 0.2 ― 7,902 0.2

中間(当期）純損
失 

   352,002 △19.1 32,037 △1.9   552,202 △13.7

前期繰越利益    46,173 ―   46,173 

中間(当期）未処
理損失 

   305,828 ―   506,029 

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 資本 

準備金 

その他 
資本 
剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

その他利益
剰余金 利益 

剰余金 
合計 繰越利益 

剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
952,480 510,676 245,808 756,484 △506,029 △506,029 △110,564 1,092,371 

中間会計期間中の変動額         

中間純損失         △32,037 △32,037   △32,037 

自己株式の取得             △301 △301 

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
                

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
― ― ― ― △32,037 △32,037 △301 △32,338 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
952,480 510,676 245,808 756,484 △538,066 △538,066 △110,865 1,060,032 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
14,378 14,378 1,106,750 

中間会計期間中の変動額    

中間純損失     △32,037 

自己株式の取得     △301 

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
263 263 263 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
263 263 △32,074 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
14,642 14,642 1,074,675 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

  税引前中間純損失   △347,456 △544,300 

  減価償却費   19,947 43,861 

   減損損失   242,906 242,906 

  貸倒引当金の減少額   △138,771 △136,251 

  賞与引当金の増加額   8,516 3,255 

  返品引当金の増加額   28,552 45,656 

  退職給付引当金の増加額   6,931 7,489 

  役員退職慰労引当金の減少額   △3,400 △11,700 

  受取利息及び受取配当金   △1,262 △1,971 

  支払利息   4,116 9,139 

  売上債権の増加（△）又は減少額   170,355 △37,457 

  破産更生債権等の減少額   110,181 120,518 

  たな卸資産の増加額   △127,092 △85,282 

  仕入債務の増加額   86,013 57,675 

  その他   △33,729 74,824 

小計   25,807 △211,638 

  利息及び配当金の受取額   1,261 1,971 

  利息の支払額   △5,208 △11,194 

  法人税等の支払額   △10,359 △10,359 

営業活動によるキャッシュ・フロー   11,501 △231,220 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

  有形固定資産の取得による支出   △14,923 △31,442 

  無形固定資産の取得による支出   △173 △173 

  投資有価証券の取得による支出   △3,372 △6,685 

   貸付による支出   △100,183 △144,648 

  貸付金の回収による収入    1,401 3,937 

  その他   △3,096 △161,690 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △120,348 △340,701 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

  短期借入金の純増額   180,000 205,000 

  自己株式の取得による支出   △876 △2,916 

  株式の発行による収入   ― 546,064 

財務活動によるキャッシュ・フロー   179,123 748,148 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   ― ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額   70,276 176,226 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   98,738 98,738 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高 

  169,015 274,965 

    



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

当中間会計期間 
（自 平成18年4月1日 
至 平成18年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年4月1日 
至 平成18年3月31日） 

 当社は、前事業年度において、161百万円の営業損失及

び552百万円の当期純損失を計上し、４期連続で営業キャ

ッシュ・フローもマイナスとなりました。また、当中間

会計期間においても、126百万円の営業損失及び32百万円

の中間純損失を計上しました。 

当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が

存在しております。 

当社は、当該状況を解消すべく、以下も含めた経営改革

を実行してまいります。 

  １．収益性の改善 

（1）カーライフ事業部は、人員の効果的な再配置によ

り、営業利益段階で黒字化を達成することは出来ました

が、計画していました売上には至りませんでした。更な

る販売強化に努めるとともに、製品アイテム数の削減に

よる効率化も継続してまいります。 

（2）今期特販事業部を新設いたしましたが人員の拡充が

計画通り進まず、計画しておりました売上には至りませ

んでした。今後は、カーライフ事業部における特販チー

ムとして、カーライフ事業部とのシナジーを効かせ引き

続きベンダー事業の差別化と拡大およびOEM事業の拡大を

図ってまいります。 

（3）e-LIFE事業部（旧雑貨事業部）は、人員補強により

売上高は前年に比べ伸張したものの、新製品の投入が遅

れるなど計画していた売上高には至りませんでした。今

後は、新製品を計画通り市場に投入することで売上の達

成に努めてまいります。 

（4）引き続き、人件費を含めた経費の削減に努めてまい

ります。 

  ２．資金の安定化 

前期に債務超過に陥りました子会社であるタカラインデ

ックスeRラボ株式会社は、平成18年5月の第三者割当増資

254百万円（当社割当額125百万円）により債務超過を解

消するとともに、当社は、同社へ195百万円の貸付を行い

資金の安定化をはかりました。 

  ３．事業の再構築のための外部支援受け入れ 

株式会社リヴァンプと平成18年3月31日に締結した業務委

託契約に基づき、株式会社リヴァンプより取締役1名他を

受け入れました。当該取締役は、グループ会社を統括

し、グループ全体の戦略を担う経営戦略室を担当してお

ります。引き続きリヴァンプの企業ネットワーク及び人

的ネットワークを活用し、リヴァンプの支援の下で事業

の再構築を進めてまいります。 

 当社は、当事業年度において、161百万円の営業損失及

び552百万円の当期純損失を計上し、4期連続で営業キャ

ッシュ・フローもマイナスとなりました。 

当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が

存在しております。 

当社は、当該状況を解消すべく、以下も含めた経営改革

を実行してまいります。 

  １．収益性の改善 

（1）カーライフ事業部の損益改善のために、営業人員を

効果的に他の事業部に再配置し、現状の売上高で営業利

益が出る体制にいたします。また、製品アイテム数の削

減により効率化を図ります。 

（2）売上高拡大のために、特販事業部を新設しベンダー

事業の差別化と拡大およびOEM事業の拡大を図ります。 

（3）雑貨事業部の強化のために、カーライフ事業部から

人員を補強し売上高の拡大を目指します。 

（4）人件費を含めた経費削減を進めてまいります。 

  ２．資金の安定化 

債務超過に陥った子会社であるタカラインデックスｅＲ

ラボ株式会社の財務支援を行うために、平成18年5月16日

に第三者割当増資125百万円を引受け、その後平成18年6

月19日に一時的に同子会社へ125百万円を貸付けておりま

す。当該資金は、株式会社タカラトミーから平成18年5月

17日に調達した借入金300百万円で賄い、残額50百万円お

よび同貸付金の回収後資金は運転資金として活用する予

定であります。また、タカラインデックスｅＲラボ株式

会社が企画している新規事業については、外部資金を導

入することにより資金の安定化を進めてまいります。 

  ３．グループ経営管理体制の充実 

平成18年2月に子会社化したグループ会社3社を統括し、

グループ全体の戦略を担当する経営戦略室を新たに設置

し、グループのシナジー効果を出すための経営管理体制

を新たに構築するとともに、迅速な意思決定を行ってま

いります。 

  ４．事業の再構築のための外部支援受け入れ  

株式会社リヴァンプと平成18年3月31日に経営改革支援に

関する業務委託契約を締結し、リヴァンプの企業ネット

ワーク及び人的ネットワークを活用し、リヴァンプの支

援の下で事業の再構築を進めてまいります。 

財務諸表は継続企業を前提として作成されており、この

ような重要な疑義の影響を反映しておりません。 

 



当中間会計期間 
（自 平成18年4月1日 
至 平成18年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年4月1日 
至 平成18年3月31日） 

 ４．平成18年12月６日開催の取締役会において、企業再生

 を果たすべく「平成18年度～20年度中期経営計画（企業再

 生計画）」を策定し、実行してまいります。 

 (1)抜本的な事業・組織のリストラクチャリング 

  希望退職者募集による人員削減を進め、スリムな経 

  営・管理部門組織を構築するとともに現場昨日の補強 

  を推し進めます 

（2)事業領域とポジショニング 

    既存事業のカー用品事業を収益基盤として位置付け、 

  ＳＫＵ（商品の数）の絞込みをはかり実用性・確実性 

  に基づくアクセサリー事業の運営を進めます。雑貨・ 

  玩具の開発を推進いたします。また、成長事業として 

  デザイン家電、動画配信を位置付けます。 

中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、

このような重要な疑義の影響を反映しておりません。 

  

  

  

  

  



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

      ―――――― 

    

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定） 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

    子会社株式 

     移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

    子会社株式 

     移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定） 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

(2）たな卸資産 

 総平均法による原価法によっ

ております。 

(2）たな卸資産 

同左 

(2）たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。 

主な耐用年数： 

建物 

３年～50年 

工具器具及び備品 

２年～15年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

(2）無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウェア

については社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法によ

っております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

(3）長期前払費用 

 均等償却をしております。 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備え

るため、回収不能見込額を計上し

ております。 

３ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

ａ 一般債権 

 貸倒実績率法によっておりま

す。 

  ａ 一般債権 

同左  

  ａ 一般債権 

 同左  

ｂ 貸倒懸念債権及び破産更生債

権等 

 個別の債権ごとに回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

ｂ 貸倒懸念債権及び破産更生 

    債権等 

 同左 

ｂ 貸倒懸念債権及び破産更生 

    債権等 

 同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てるた

め、支給見込額に基づいて計上し

ております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

(3）返品引当金 

 販売した製品の返品による損失

に備えるため、経験率に基づいて

算出した返品見込額のうちの売買

利益相当額並びに損傷製品につい

ては廃棄処分見込額又は再生時に

生ずる解体損失見込額を引当計上

しております。 

(3）返品引当金 

同左 

(3）返品引当金 

同左 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に充てるため

当中間会計期間末における退職給

付債務額（簡便法による）から、

特定退職金共済制度による給付額

を控除した残高を計上しておりま

す。 

(4）退職給付引当金 

同左 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に充てるため

期末における退職給付債務額（簡

便法による）から、特定退職金共

済制度による給付額を控除した残

高を計上しております。 

(5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に充て

るため、内規に基づく中間期末要

支給額を引当計上しております。 

 平成17年６月21日開催の定時株

主総会において、本総会終結の時

をもって役員退職慰労金制度を廃

止し、本総会において再任される

各取締役及び監査役に対し、本総

会終結の時までの在任期間に対応

した役員退職慰労金の打ち切り支

給を決議いたしました。また、再

任される役員に対する役員退職慰

労金は、それぞれの退任時に支給

することといたしました。 

 これにより、定時株主総会終結

時より役員退職慰労引当金の繰入

を取り止めるとともに、定時株主

総会時における役員退職慰労引当

金残高22,000千円のうち、当期中

に5,900千円の目的取崩を実施

し、支給予定額16,100千円を引当

計上しております。 

(5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に充て

るため、内規に基づく中間期末要

支給額を引当計上しております。

 平成17年６月21日開催の定時株

主総会において、本総会終結の時

をもって役員退職慰労金制度を廃

止し、本総会において再任される

各取締役及び監査役に対し、本総

会終結の時までの在任期間に対応

した役員退職慰労金の打ち切り支

給を決議いたしました。また、再

任された役員に対する役員退職慰

労金は、それぞれの退任時に支給

することといたしました。 

  

  

  

  

  

  

  

  

(5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に充て

るため、内規に基づく期末要支給

額を引当計上しております。 

 平成17年６月21日開催の定時株

主総会において、本総会終結の時

をもって役員退職慰労金制度を廃

止し、本総会において再任される

各取締役及び監査役に対し、本総

会終結の時までの在任期間に対応

した役員退職慰労金の打ち切り支

給を決議いたしました。また、再

任される役員に対する役員退職慰

労金は、それぞれの退任時に支給

することといたしました。 

 これにより、定時株主総会終結

時より役員退職慰労引当金の繰入

を取り止めるとともに、定時株主

総会時における役員退職慰労引当

金残高22,000千円のうち、当期中

に14,200千円の目的取崩を実施

し、支給予定額7,800千円を引当

計上しております。 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転

するものと認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

同左 

５ 中間キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない預入日から３ヶ月以

内に満期日の到来する定期預金から

なります。 

 ５    ―――――――  ５ キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない預入日から３ヶ月以

内に満期日の到来する定期預金から

なります。 

６ その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜き方式によっておりま

す。 

６ その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

６ その他財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準）   

 ――――――――― 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。 

  当期より、固定資産の減損に係る会

計基準（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第６

号 平成15年10月31日）を適用してお

ります。 

 これにより営業損失は1,791千円減

少、経常損失は3,006千円減少し、税

引前中間純損失は239,900千円増加し

ております。 

 これにより営業損失は2,296千円減

少、経常損失は3,000千円減少し、税

引前当期純損失は239,905千円増加し

ております。 

 なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表等規則に基づき

各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

  なお、減損損失累計額については、

各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

      

 ――――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 ――――――――― 

  

   当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」(企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。これまでの資本の部の合計に相当

する金額は1,074,675千円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。 

  



表示方法の変更 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

（中間貸借対照表） ―――――――― 

  前中間会計期間において流動資産の「その他」に含め

て表示しておりました「短期貸付金」（前中間会計期間  

8,400千円）は、資産総額の100分の５超となったため、

当中間会計期間より区分掲記しております。 

 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 担保資産 

担保に供されている資産 

※１ 担保資産 

担保に供されている資産 

※１ 担保資産 

担保に供されている資産 

建物 27,641 千円 

土地 63,707   

合計 91,348   

建物 26,441 千円

土地 63,707   

合計 90,148   

建物 26,938 千円

土地 63,707   

合計 90,645   

上記に対応する債務の内容 上記に対応する債務の内容 上記に対応する債務の内容 

運転資金 

（短期）借入金 
250,000 千円 

短期借入金 250,000 千円 運転資金 

（短期）借入金 
250,000 千円

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

342,465 千円 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

     364,611 千円 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

  348,582 千円 

※３ 消費税等の取扱 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動資産「その他」に含めて表

示しております。  

※３ 消費税等の取扱 

同左 

 ※３   ―――――――― 

 ※４   ―――――――― 

  

※４ 中間期末日満期手形 

    中間期末日満期手形の会計処理は、手 

     形交換日をもって決済処理しておりま 

     す。なお、当中間会計期間の末日は金融 

     機関の休日であったため、次の中間期末 

     日満期手形が中間期末残高に含まれてお 

     ります。 

  

受取手形 65,485 千円

 ※４   ―――――――― 

  



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 営業外収益その他の主要項目 ※１ 営業外収益その他の主要項目 ※１ 営業外収益その他の主要項目 

受取配当金 983 千円

賃貸収入 4,977   

版権収入 1,334   

受取配当金 905 千円

賃貸収入 4,747   

保険払戻益 1,932   

受取配当金 1,854 千円 

賃貸収入 9,885   

※２ 営業外費用その他の主要項目 ※２ 営業外費用その他の主要項目 ※２ 営業外費用その他の主要項目 

賃貸費用 1,719 千円

為替差損 3,022   

固定資産除却損 471   

賃貸費用 1,666 千円

為替差損 2,291   

保険解約損 1,338   

買収関連費用 20,000 千円 

賃貸費用 3,576   

為替差損 366   

※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 

貸倒引当金戻入益 41,748 千円 投資損失引当金戻入益 84,800 千円

貸倒引当金戻入益 12,695   

投資有価証券売却益 8,257 千円

貸倒引当金戻入益 58,921   

※４ 特別損失の主要項目  ※４   ―――――――― ※４ 特別損失の主要項目 

減損損失 242,906 千円 

投資有価証券評価損 1,164  

 減損損失 242,906 千円

 ※５ 減損損失 

 当中間会計期間において、当社は以

下の資産グループについて減損損失を

計上しました。 

 減損損失の算定にあたっては、事業用資産

については本支店・営業所別、賃貸用不動産

および遊休資産については個別物件単位で資

産のグルーピングを行っております。  

 近年、土地の市場価格の下落により、上記

資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失として特別損

失に計上しました。 

 なお、回収可能価額は、事業用資産、遊休

資産については、不動産鑑定評価書を基準と

した正味売却価額で、賃貸用不動産について

は、不動産収益率を4.5%と見込んだ使用価値

により測定しております。 

用途 場所 種類 
金額 

(千円) 

事業用

資産 

  

  

  

大阪府 土地 92,640 

豊中市 建物 3,002 

  構築物  11 

  
工具器具備

品 
134 

   電話加入権 362 

    リース資産 4,564 

     計 100,715 

賃貸用

不動産 

  

  

東京都  土地 111,709 

世田谷区 

他１件 
建物 1,127 

   計 112,836 

遊休資

産 

  

栃木県 土地 24,385 

下都賀郡 建物 3,880 

  構築物 758 

    
工具器具備

品等 
330 

    計 29,354 

 ※５   ――――――――  ※５ 減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の

資産グループについて減損損失を計上

しました。 

 減損損失の算定にあたっては、事業用資産

については本支店・営業所別、賃貸用不動産

および遊休資産については個別物件単位で資

産のグルーピングを行っております。  

 近年、土地の市場価格の下落により、上記

資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失として特別損

失に計上しました。 

 なお、回収可能価額は、事業用資産、遊休

資産については、不動産鑑定評価書を基準と

した正味売却価額で、賃貸用不動産について

は、不動産収益率を4.5%と見込んだ使用価値

により測定しております。 

用途 場所 種類 
金額 

(千円) 

事業用

資産 

  

  

  

大阪府 土地 92,640 

豊中市 建物 3,002 

  構築物  11 

  
工具器具備

品 
134 

   電話加入権 362 

    リース資産 4,564 

     計 100,715 

賃貸用

不動産

  

  

東京都  土地 111,709 

世田谷区 

他１件 
建物 1,127 

   計 112,836 

遊休資

産 

  

栃木県 土地 24,385 

下都賀郡 建物 3,880 

  構築物 758 

    
工具器具備

品等 
330 

    計 29,354 

  ６ 減価償却実施額   ６ 減価償却実施額   ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 15,410 千円 

無形固定資産 4,536   

有形固定資産 16,028 千円 

無形固定資産 2,581   

有形固定資産 36,727 千円 

無形固定資産 7,133   



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,200株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

  

   （中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式 （注） 404,428 1,200 ― 405,628 

合計 404,428 1,200 ― 405,628 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

(1）現金及び現金同等物の期末残高と貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関

係 

現金及び預金勘定 169,015 千円 

現金及び現金同等物 169,015 千円 

現金及び預金勘定 274,965 千円

現金及び現金同等物 274,965 千円



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

工具器具

備品 

(千円) 

      

取得価額

相当額 
23,306       

減価償却

累計額相

当額 

6,863       

減損損失

累計額相

当額 

―       

中間期末

残高相当

額 

16,443       

 

工具器具

備品 

(千円) 

 

ソフト 

ウェア 

(千円) 

 
 合計 

(千円) 

取得価額

相当額 
17,875  5,270  23,146 

減価償却

累計額相

当額 

8,039  1,976  10,015 

減損損失

累計額相

当額 

―  ―  ― 

中間期末

残高相当

額 

9,836  3,294  13,130 

 

工具器具

備品 

(千円) 

      

取得価額

相当額 
19,356       

減価償却

累計額相

当額 

5,562       

減損損失

累計額相

当額 

―       

期末残高 

相当額 
13,793       

なお、取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が低いため

支払利子込み法により算定しておりま

す。 

同左 なお、取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため支払利子

込み法により算定しております。 

② 未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

② 未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

  

１年以内 4,970 千円 

１年超 11,472 千円 

合計 16,443 千円 

リース資産減損勘定

の残高 
― 千円 

    

  

１年以内 5,589 千円

１年超 7,541 千円

合計 13,130 千円

リース資産減損勘定

の残高 
― 千円

  

  

１年以内 4,641 千円

１年超 9,151 千円

合計 13,793 千円

リース資産減損勘定

の残高 
― 千円

なお、未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

同左 なお、未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定し

ております。 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 

支払リース料 2,814 千円 

リース資産減損勘定

の取崩額 
― 千円 

減価償却費相当額 2,814 千円 

減損損失 ― 千円 

支払リース料 2,794 千円

リース資産減損勘定

の取崩額 
― 千円

減価償却費相当額 2,794 千円

減損損失 ― 千円

支払リース料 5,464 千円

リース資産減損勘定

の取崩額 
― 千円

減価償却費相当額 5,464 千円

減損損失 ― 千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年９月30日） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの（平成17年９月30日現在） 

 （注） 「債券」「その他」の有価証券はありません。 

その他有価証券で時価のある株式について1,164千円減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない有価証券（平成17年９月30日現在） 

その他有価証券 

重要性が乏しいため記載を省略しております。 

当中間会計期間末（平成18年９月30日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度末（平成18年３月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（デリバティブ取引関係） 

 前中間会計期間において、当社はデリバティブ取引を全く行っていないため該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

 前中間会計期間及び前事業年度は、関連会社がないため、記載しておりません。 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

その他有価証券で時価のあるもの       

株式 74,732 90,268 15,536 

合計 74,732 90,268 15,536 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

１株当たり純資産額 117円67銭    123円55銭    127円22銭 

１株当たり中間（当期）純損失 54円98銭   3円68銭  81円75銭 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益 

なお、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金額につ

いては、１株当たり中間純

損失を計上することとなっ

たため記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金額につ

いては、１株当たり中間純

損失を計上することとなっ

たため記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純

損失を計上することとなっ

たため記載しておりませ

ん。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

１株当たり中間（当期）純損失金

額 
      

中間（当期）純損失金額（千円） 352,002 32,037 552,202 

普通株主に帰属しない金額（千

円） 
― ― ― 

普通株式に係る中間（当期）純損

失金額（千円） 
352,002 32,037 552,202 

普通株式の期中平均株式数（株） 6,402,381 8,698,801 6,754,372 

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益の算定に含まれなかっ

た潜在株式の概要 

平成12年６月28日定時株

主総会決議ストックオプ

ション 

（自己株式取得方式） 

普通株式  60,000株   

   

  

平成16年６月24日定時株

主総会決議ストックオプ

ション 

（新株予約権） 

普通株式   285,000株 

平成12年６月28日定時株

主総会決議ストックオプ

ション 

（自己株式取得方式） 

平成18年６月28日付で行

使期間終了済 

  

平成16年６月24日定時株

主総会決議ストックオプ

ション 

（新株予約権） 

普通株式   238,000株 

平成12年６月28日定時株

主総会決議ストックオプ

ション 

（自己株式取得方式） 

普通株式 51,000株   

  

  

平成16年６月24日定時株

主総会決議ストックオプ

ション 

（新株予約権） 

普通株式   244,000株 

 詳細については、第４提

出会社の状況 １株式等

の状況 (2）新株予約権

等の状況に記載のとおり

であります。 

平成17年６月21日定時株

主総会決議ストックオプ

ション 

（新株予約権） 

潜在株式の数  86,000株 

詳細については、第４提

出会社の状況 １株式等

の状況 (2）新株予約権

等の状況に記載のとおり

であります。 

詳細については、第４提

出会社の状況 １株式等

の状況 (2）新株予約権

等の状況に記載のとおり

であります。 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

事業再構築について 

平成17年11月30日の取締役会におい

て、事業再構築方針のもと、以下の

Ⅰ～Ⅳについて決議いたしました。 
  
 Ⅰ．業務提携基本合意書の締結 

 当社は、当社のライフエンター

テインメント事業と同事業の主要

部門である雑貨事業の拡大の一環

として、相互の商材・キャラクタ

ー等の供給先、販売先として協調

し販売シェア拡大とノウハウ共有

によるシナジーが見込める３社と

の業務提携の基本合意書を締結す

ることを決議し、同日基本合意書

を締結いたしました。  

 業務提携先と主な事業内容につ

いては次のとおりです。 

1) ㈱セガトイズ 

玩具製品の企画、開発及び販売 

2) ㈱ネクストジャパン 

時間消費型会員制複合レジャー

施設「ＪＪＣＬＵＢ１００」直

営店舗及びフランチャイズ本部

の運営 

3) システムサービス㈱ 

玩具・雑貨の卸売業、アミュー

ズメントセンター経営 
  
Ⅱ．第三者割当による新株式発行に

関する計画 

 当社の企業体力の強化と当社連

結グループとしての収益力強化の

ために、臨時株主総会の特別決議

を前提とした第三者割当による新

株式発行に関する計画を決議いた

しました。 

 発行要領については次のとおり

であります。 

① ㈱セガトイズ 
（業務提携先） 

209,000株 

② ㈱ネクストジャパン 
（業務提携先） 

    419,000株 

1) 発行新株式数（普通株式） 

 2,304,000株 

2) 発行価額  １株につき 239円 

3) 発行価額の総額  

 550,656,000円 

4) 資本組入額  １株につき120円 

5) 割当先  

（１）平成18年12月６日開催の取締役 

   会において、株式会社新生銀行 

   に対し、新株予約権（以下、 

   「本新株予約権」という。）300

   個を付与いたしました。内容は 

   以下のとおりであります。 

  ①本新株予約権の目的となる株式 

   の種類および数 

   普通株式  3,000,000株 

  ②本新株予約権の発行価額 

   2,400千円（新株予約権1個あた 

         り8,000円） 

  ③資本組入額 

   241,200,000円 

    ④申込期日 

      平成18年12月21日 

  ⑤割当日及び払込期日 

    平成18年12月21日 

  ⑥本新株予約権の行使に際して出 

   資される財産の価額 

    本新株予約権の行使に際して出 

     資される財産の価額は、行使価 

    額（以下に定義する。）に割当 

     株式数を乗じた額とする。 

     本新株予約権の行使により当社 

      が当社普通株式を交付する場合 

   における株式1株あたりの払込金

   額（以下「行使価額」という。)

      は、当初160円（以下「当初行使

   価額」という。）とする。 

  ⑦行使価額の修正 

    行使価額は、平成18年12月22日 

      以降、平成19年1月12日まで、毎

      日、直前取引日までの3連続取引

      日の株式会社ジャスダック証券 

      取引所における当社普通株式の 

      普通取引の毎日の終値の単純平 

      均値の90％に相当する金額に、 

      平成19年1月15日以降、毎週週初

      めの取引日に、直前の取引日を 

   含む前３連続取引日の株式会社 

   ジャスダック証券取引所におけ 

   る当社普通株式の普通取引の毎 

   日の終値の単純平均値の90％に 

   相当する金額に、修正される。 

   かかる計算において、円位未満 

   小数第１位まで算出し、小数第 

   １位を切捨て、かかる計算され 

   た行使価額を修正後行使価額と 

（１）平成17年６月21日開催の第43期 

   定時株主総会決議に基づき、平 

   成18年４月28日開催の取締役会 

   において、当社の取締役、監査 

   役及び従業員に対し、ストック 

   オプションとして新株予約権86 

   個を付与いたしました。内容は 

   以下のとおりであります。 

  ①新株予約権の目的となる株式の 

   種類及び数 

   普通株式  86,000株 

  ②新株予約権の発行価額 

   無償 

  ③権利行使時の1株当たり払込金額

   426円 

  ④新株予約権の行使期間 

   平成19年6月22日から平成21年6 

   月21日までとする。 

（２）平成18年３月22日開催の取締役 

   会決議に基づき、平成18年４月7

   日に子会社であるタカラインデ 

   ックスｅＲラボ株式会社へ20百 

   万円を貸付けております。 

（３）平成18年4月28日開催の取締役会

   において、子会社であるタカラ 

   インデックスｅＲラボ株式会社 

   の第三者割当増資125百万円の引

   受け並びに同子会社へ125百万円

   を貸付けることを決議し、平成 

   18年５月16日に同子会社の第三 

   者割当増資125百万円を引受け、

   その後平成18年6月19日に一時的

   に同子会社へ125百万円を貸付け

   ております。 

（４）平成18年４月28日開催の取締役 

   会において、株式会社タカラト 

   ミーから300百万円を借入れるこ

   とを決議し、平成18年５月17日 

   に同社から300百万円を借入れて

   おります。 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

③ システムサービス㈱ 
（業務提携先） 

419,000株 

④ FPFテクノロジー投資事業組合 

419,000株 

⑤ 投資事業有限責任組合ジェフ

リーズ・ジャパン・エクイテ

ィ・ファンド 

419,000株  

⑥ 日本マスター・トラスト信託

銀行（信託口） 

249,000株  

⑦ 日本トラスティ・サービス信

託銀行（信託口） 

79,000株  

⑧ Nominee Morgan Stanley&Co. 

 International Limited 

55,000株  

⑨ 資産管理サービス信託銀行

（証券投資信託口） 

36,000株  

  
Ⅲ．タカラ子会社を当社の子会社と

することに関する基本合意書の

締結 

 タカラグループのなかで当社事

業に相乗効果を発揮できるタカラ

の子会社を当社の子会社とするこ

とにつきタカラと協議することの

基本合意書を締結することを決議

し、同日基本合意書を締結いたし

ました。 

 タカラ子会社の名称と主な事業

内容、平成17年３月期売上高・当

期純損失、平成17年３月31日現在

の資産合計・負債合計・資本合計

は次のとおりです。 

1) アステージ㈱ 

DIY・園芸用品等の企画販売 

売上高   4,596百万円 

当期純損失  359百万円 

資産合計  3,602百万円 

負債合計  3,144百万円 

資本合計    457百万円 

6)  資金の使途 

 タカラ子会社の取得費用と

運転資金に充当する予定であ

ります。 

7)  発行条件 

 平成18年２月開催予定の臨

時株主総会の決議を発行条件

といたします。 

    いう。修正後行使価額が96円を 

   下回る場合には、修正後行使価 

   額は下限行使価額とし、320円を

   上回る場合には、修正後行使価 

   額は上限行使価額とする。 

  ⑧新株予約権の行使期間 

   平成18年12月22日から平成21年 

   12月21日までとする。 

  ⑨資金の使途 

   構造改革費用、研究開発費、財 

   務面の強化及び運転資金へ充当 

（２）平成18年12月6日開催の取締役会

   において、「平成18年度～20年 

   度中期経営計画（企業再生計 

   画）」が承認されました。 

  ①策定方針 

   当社は、ここ数年、カー用品の 

   アフターマーケット縮小の影響 

   を受け、売上高が減少するなど 

   厳しい経営環境にさらされてお 

   ります。このような中で、㈱タ 

   カラトミーより雑貨事業の移管 

   を受けて売上の拡大をはかって 

   おりますが、収益改善にまでは 

   至っておりません。また、平成 

   18年２月に子会社３社を取得 

   し、当期よりグループ経営とな 

   りましたが、足元は各社とも厳 

   しい状況が続いております。こ 

   の状況を打開するために、グル 

   ープ全体で事業領域とポジショ 

   ニングの明確化をはかるととも 

   に人員削減も含めたコスト削減 

   等の構造改革を進め、スリムな 

   体制で収益を出せる企業体を目 

   指してまいります。その位置づ 

   けとして「平成18～20年度中期 

   経営計画（企業再生計画）」を 

   策定いたしました。 

  ②計画の概要 

   経営理念 

    心に響き、感動体験を残すこ 

    とができるモノづくりに向け 

    て常に改革を目指します。 

    思いやりを育む絆づくりに向 

    けて常に改革を目指します。 

    ステークホルダーとの共存に 

    向けて常に改革を目指しま 

    す。 

 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

2) ㈱エー・ジー 

玩具・ホビー用品・家庭用品の

輸入製造卸及び輸入業 

売上高   2,196百万円 

当期純損失  106百万円 

資産合計  1,209百万円 

負債合計  1,136百万円 

資本合計    72百万円 

3) プラマイゼロ㈱ 

家電・雑貨の企画・製造・販

売  

売上高    217百万円  

当期純損失  694百万円 

資産合計     406百万円 

負債合計   641百万円 

資本合計   △235百万円 

4) タカラインデックスラボ㈱ 

商品及びビジネスモデルの企画

開発 

売上高     10百万円 

当期純損失   52百万円 

資産合計      89百万円 

負債合計     0百万円 

資本合計      89百万円 
  
Ⅳ．新設分割による持株会社体制を

前提とする企業再編方針 

 当社は、ライフエンターテイン

メント事業を独自に展開する企業

としてタカラグループのなかで相

乗効果を発揮できる企業を結集

し、当社連結グループ化する予定

でおりますが、統一された経営方

針のもとでグループ事業を統括

し、運営の効率化を図る組織とし

て、現在の当社から事業部門を担

う事業会社を新設分割にて完全子

会社化し、当社を持株会社化する

ことにより、各社における意思決

定の迅速化、各事業の経営成績の

明確化、事業の参入・撤退等事業

再編の決定の容易さ等の利点を活

かすことを目指す方針を決議いた

しました。  
  

   事業領域 

    当社を中心とするライフエン 

    ターテインメントグループと 

    して、カー用品事業、雑貨・ 

    玩具事業にフォーカスすると 

    ともに、プラマイゼロの生活 

    家電事業とDideoNET-JAPAN／ 

    ＳＥＥＢＯＸ事業を成長事業 

    として位置づけております。 

   基本方針 

    1)カーアクセサリー分野でマ 

     ーケット・リーダーを目指 

     す 

    2)玩具事業をグループで統合 

     し、ベースとなる寿命の長 

     いキャラクターの育成とト 

     レンドを先取りした雑貨・ 

     玩具の開発に資源を集中す 

     る 

    3)キッチン・リビングといっ 

     た生活に密着した家電にデ 

     ザインという付加価値を提 

     供し、デザイン家電でトッ 

     プブランドを育成する 

    4)安定した収益構造の事業体 

     を目指す 

   重点戦略 

    1)連結経常利益率5％の確保を

     目指す 

    2)景気変動に対応できる強固 

     な収益・コスト構造を確立 

     する 

    3)財務体質の強化を目指す 

    4)徹底した原価率の逓減を進 

     める 

    5)グループの再編、資本政策 

     の見直しをはかる 

    6)資産（特に棚卸資産）の圧 

     縮を進める 

   再生計画の骨子 

    1)抜本的な事業・組織のリス 

     トラクチャリング 

     希望退職募集による人員削 

     減を進め、スリムな経営・ 

     管理部門組織を構築すると 

     ともに現場機能の補強を推 

     し進めます。 

  

 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

      2)事業領域とポジショニング 

     の明確化 

     既存事業のカー用品事業を 

     収益基盤として位置付け、 

     ＳＫＵ（商品の数）の絞込 

     みをはかり実用性・確実性 

     に基づくアクセサリー事業 

     の運営を進めます。雑貨・ 

     玩具事業を安定基盤として 

     位置付け、キャラクター定 

     番の育成とトレンディ雑貨 

     ・玩具の開発を推進いたし 

     ます。また、成長事業とし 

     て、デザイン家電、動画配 

     信を位置付けます。 

  ③連結事業計画数値 
                  （単位：百万円) 

（３）平成18年12月６日開催の取締役 

   会において、希望退職の募集を 

   行うことを決定いたしました。 

   内容は以下のとおりでありま 

   す。 

  ①希望退職募集の理由 

   当社の経営体質のスリム化を目 

   指し、人員適正化による人件費 

   の削減に取り組みます。その具 

   体策として、希望退職の募集を 

   行うことといたしました。 

  ②希望退職者募集の概要 

   1)募集対象者 

     平成18年11月30日現在で、30 

    歳以上の従業員 

   2)募集人数 

       15名程度（平成18年11月30日

       現在の従業員数79名) 

   3)募集期間 

       平成18年12月11日～ 

    平成18年12月22日 

   4)退職日 

       平成18年１月31日～３月31日 

   5)概算費用  約50百万円 

   6)その他 

       退職者に対し、会社都合扱い 

    の退職金に加え特別加算金を 

    支給いたします。 

 平成18年度平成19年度平成20年度

売上高 6,300 7,100 9,000 

営業利益 △160 100 320 

経常利益 △200 220 450 

税引後 

当期純利

益 

△50 170 330 

  



(2）【その他】 

 特記すべき事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1） 
有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

（第44期） 

  自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日 

平成18年６月29日 

関東財務局長に提出。 

            

(2） 

  

有価証券届出書（新株予約

権）及びその添付書類 
  

平成18年12月６日 

関東財務局長に提出 

      
  

  

(3) 

  

  

臨時報告書 

  

  

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項

第３号（特定子会社の異動があった場合）の規定

に基づく臨時報告書 

平成18年６月２日  

関東財務局長に提出  

  

    

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項

第12号及び第19号（財政状態及び経営成績に著し

い影響を与える事象が発生した場合）の規定に基

づく臨時報告書 

平成18年11月15日  

関東財務局長に提出  

  

  

        

(4） 

  

訂正報告書 

  

平成18年11月15日提出の臨時報告書に係る訂正報

告書であります。  

平成18年11月30日 

関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月14日

イー・レヴォリューション株式会社     

  
取締役会 御中   

  明和監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 久島 昭弘  ㊞ 

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 高品 彰   ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているイ

ー・レヴォリューション株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結

損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この

中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、イー・レヴォリューション株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 １．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は、連結損益計算書を作成していない前事業年度において、 

   161百万円の営業損失及び552百万円の当期純損失を計上し、４期連続で営業キャッシュ・フローもマイナスとな 

   った。また、当中間連結会計期間においても308百万円の営業損失及び181百万円の中間純損失を計上し、営業 

   キャッシュ・フローもマイナスとなった。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在してい 

   る。当該状況を解消するための経営計画等は当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は継続企業を前提と 

   して作成されており、このような重要な疑義の影響を反映していない。 

 ２．重要な後発事象（１）に記載されているとおり、会社は平成18年12月６日開催の取締役会で株式会社新生銀行に 

   対し、新株予約権300個を付与した。 

 ３．重要な後発事象（３）に記載されているとおり、会社は平成18年12月６日開催の取締役会で希望退職の募集を行 

   うことを決議した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月26日

株式会社 ワ コ ー       

  
取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 高橋 文雄  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 上林 敏子  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ワコーの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第44期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロ

ー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社ワコーの平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。  

  

追記情報 

１．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より固

定資産の減損に係る会計基準が適用されることとなるため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。  

２．重要な後発事象Ⅰに記載されているとおり、会社は平成17年11月30日付で、株式会社セガトイズ、株式会社ネク

ストジャパン及びシステムサービス株式会社と業務提携の基本合意書を締結した。  

３．重要な後発事象Ⅱに記載されているとおり、会社は平成17年11月30日開催の取締役会で第三者割当による新株式

発行に関する計画を決議した。  

４．重要な後発事象Ⅲに記載されているとおり、会社は平成17年11月30日付で、株式会社タカラの子会社であるアス

テージ株式会社、株式会社エー・ジー、プラマイゼロ株式会社及びタカラインデックスラボ株式会社を会社の子会

社とすることに関する基本合意書を株式会社タカラと締結した。  

５．重要な後発事象Ⅳに記載されているとおり、会社は平成17年11月30日開催の取締役会で新設分割による持株会社

体制を前提とする企業再編方針を決議した。  

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月14日

イー・レヴォリューション株式会社     

  
取締役会 御中   

  明和監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 久島 昭弘  ㊞ 

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 高品 彰   ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているイ

ー・レヴォリューション株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第45期事業年度の中間会計期間（平

成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中

間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、イー・レヴォリューション株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。  

  

追記情報 

 １．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は、前事業年度において、161百万円の営業損失及び552百万 

   円の当期純損失を計上し、４期連続で営業キャッシュ・フローもマイナスとなった。また、当中間会計期間にお 

   いても、126百万円の営業損失及び32百万円の中間純損失を計上した。当該状況により、継続企業の前提に関する

   重要な疑義が存在している。当該状況を解消するための経営計画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表 

   は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を反映していない。 

 ２．重要な後発事象（１）に記載されているとおり、会社は平成18年12月６日開催の取締役会で株式会社新生銀行に 

   対し、新株予約権300個を付与した。 

 ３．重要な後発事象（３）に記載されているとおり、会社は平成18年12月６日開催の取締役会で希望退職の募集を行 

   うことを決議した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 
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